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【乳幼児人口の推移から予想される幼児人口（東村山市）】 

 

 H26 年までの数字は、調査に基づく実数です。乳児の人口を 3 年ほどスライドする事で、

この先の幼児人口が予想されることは言うまでもありません。H25年度をピークに、H27

年度までは緩やかな減少ですが、この先はかなり大幅な減少が続く見込みです。 

 H23 年頃より、待機児解消促進プランとともに、市内各所に保育施設が増設されたこと

もあって、H24 年以降の急速な減少期に、多くの乳児が保育施設に入ることが出来まし

た。故に、H27 年以降もそのまま保育施設に残る園児が多くなると見られ、このグラフ

の減少以上に幼稚園への就園率が下がる事が見込まれます。 

 実際に全国各地の様々な地域で「幼稚園児がいない」という悲壮な声が聞こえてきていま

す。少子化のペースが速い地域では、さらにこのような状況の上に、保育施設の認定こど

も園化（教育施設化）も加速しており、想像を絶するペースで幼稚園児の減少が始まって

いる現状がみられました。 
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各地域で起こっている事実 

幼保を取り巻く現場

からの情報誌。 

私的な思考も含めた

乱筆なる走り書きの

紙面でありますので、

誤字脱字誤り、記述

への誤解等あるかも

しれませんが、ご容

赦頂きたく存じます。 

これは、人口８３万人ほどを有する、

大阪府のとある市の事例です。新制

度施行初年度の本年、幼保連携型認

定こども園は７４園となりました。しか

も、その内訳の多くが保育所からの移

行。つまり、これまでは、就学前幼児

教育を受けられる施設は幼稚園しか

なかった地域に、子どもの人数でいう

と８，０００人近く、これまでの倍ともな

る教育施設が確保されたという事とな

ります。 

児童福祉施設と位置付けられてい

た多くの保育所が、乳児からの保育

連携に加え、幼児に対しても幼稚園

同等の教育機能を持ったのです。 

しかも、従来の保育所とは異なり、就労をやめたとしても、教育時間はその施設へ通い学び続ける事

が実現するなど、これは、その地域に通う子どものみならず、保育と教育の一体提供を望むご家庭はも

とより、市の教育力の確保に関しても大きな財産獲得への進展であると受け止められるでしょう。 

昨今は、経営相談や会議参加、講演等にて全国各地へ出向き、様々なお話を聞く機会が増えてい

るのですが、その様な現象が想像を超える物凄いスピードで起こり始めている事を感じています。 

しかしながら、その裏では、「願書が出ない」「入園者数が激減」「幼稚園児がいない」など、幼稚園側

の切実な声も聞かれるようになってしまいましたが、このような、教育施設の増加による「幼稚園から元

保育所だった認定こども園への幼児の異動」、また、そもそもの少子化に加えて、裏側では更なる事態

が起こり得ることを分析し予測していたのですが、その理由などを次に記してみましょう。 
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水面下で起こっている事実 

すでに保育施設 

すでに保育施設 

（認定こども園） 

家庭にいる乳児 

（いわば幼稚園予備軍） 

乳幼児の減少率 ＜ 幼稚園就園の減少率 

 

既に手遅れな地域も！？ 
実は、「幼保連携をも視野に入れた乳児枠を確保したい」「認可保育所を設置し

たい」そんなご相談も受けます。確かに、保育施設でなければ出ない給付、乳児

がいないと拡充に繋げられない保健衛生的なバックアップなど、幼稚園であって

も役立つメリットが豊富にありますので、特に園児減少に懸念を抱き始めた地域

では、園児確保の策、学園全体の経営保全策としても、そういった考えを持ち始

める園さんも多くなってきたように思います。しかしながら、保育所認可や３号（乳

児）定員の設定は、利用調整に伴う地方版子ども子育て会議での審議を通す必

要があり、待機児解消の見込が計画に含まれている以上、設置はできません。実

際、そのような地域が大多数を占めてきました。乳児施設側も、そんな地域でさら

に施設を増やされてしまっては、「定員割れ」→「経営困難」となる事は目に見え

ているので、まず審議は通らないかと思います。 

「是非私立幼稚園でも認定こども園への移行と乳児受け入れを」と、行政側から

依頼されていた時期に、各地域の幼稚園団体単位で方向性が見出せていれ

ば、例えば各園平均２０人程度の乳児枠の設定を計画に入れることが出来れば、

乳幼児の連携ならびに教育保育の連携という進化への道の確保、また、その後

の保育施設の乱立も防げていただろうと思うと残念な事でもあります。 

今後は、保育所側からの認定こども園移行は教育機能の拡充として歓迎され続

けるでしょう。そして次なるテーマは、「預けられるのは可哀想」の払拭。「解消」や

「ハコ」、「措置」、との位置付けを覆し、どの施設であっても「学ばせたい」と思わ

せる全保育所や認定こども園挙げての施設整備概念を、果たして行政は、施設

は持ち得ているのだろうか？そんな、「量から質へ」の転換が進んでいくものと思

います。既に都外へ出向くと、「全ての地域、全てのこどもに教育を。＝全ての地

域、全ての保育施設に幼児教育を。」、「新制度」より「現行制度」へ、地域を救う

有力なファクターであり反対どころか歓迎への流れ。幼児教育の普及が歓迎され

始めている今、保育所がそれを請け負い始めた今、いくら声を発しようが、もう止

める事は出来ないのです。 

認定こども園移行？新制度移行？懐かしい話ですね。私自身、そこには金銭

的なインセンティブを期待して認定こども園認定取得や継続を決めたわけでは無

いですし、そんな判断で移行を決める問題では無いと思い続けてきました。 

単純に、将来的には必要とされる政策である事を予測し、その中には

物凄い数のアイテムがあると感じ、それを調べ上げ理解する価値はあり

ました。そして、チョイスできるか否かは園次第(園というより責任者です

ね)に委ねられ（行政の理解力もありますが）、「制度が複雑」とか「書類が

多くて」とか「行政からの説明が無い」とか悩んでいる段階では無論不可

能でもあると感じるところですが、事業を司る法制度ですので、いわば園

の長が網羅し、複合的に効果的な実践の方策を考え、環境向上、収支

改善にもつなげる策を探る価値は、社会背景など捉えると十分にあった

のではないかと思うのです。 

どこか４７都道府県の中、未だ空気は薄く逆風吹くかの東京の中にあっ

ても、これまで同様、「可能性潜む画期的な制度」と受け止め続け、今後

も子どもと家庭と社会のために、創意工夫努力したいと思います。 
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